
陸前高田市

要望内容 取組状況(方針） 振興局名 担当所属名
反映
区分

１　復興支援道路及び生活道路の整備推進について
　⑴　一般国道343号の改良整備
　東日本大震災において、当市と県内陸部を結ぶ主要幹線道路
は、内陸の後方支援拠点からの救援救助隊の移動や緊急物資の輸
送路として医療や防災面で重要な役割を果たしたところでありま
す。
　平成31年4月には、国道340号及び国道343号が国土交通省より
重要物流道路（代替・補完路）の指定を受けており、平時非常時
を問わず安定した輸送が求められる路線となりました。
　従前よりこれらの道路は、物流の円滑化や人々の往来を促すな
ど、産業振興や交流人口の拡大を図る上で不可欠な路線であると
ともに、ＩＬＣ実現の折にも、その有する機能が大きな役割を担
うものであります。
　また、本市における主要地方道及び一般県道については、災害
時における避難路としての機能を有しているとともに、平時にお
いても地域の生活道路として重要な役割を果たしているところで
あります。
　つきましては、今後、当市の早期の復旧・復興と安全・安心な
暮らしの確保を図るため、県が復興支援道路及び復興関連道路に
位置づけている道路とともに、基幹的な道路としての機能の発揮
が強く望まれる主要地方道及び一般県道の安全対策を含む抜本的
な改良整備について、特段のご配慮をお願いいたします。

⑴　一般国道343号の改良整備
・新笹ノ田トンネルの整備

　一般国道343号については、内陸部から復興祈念公園へのアク
セスルートととなり、また内陸部と気仙地区を結び、沿岸地域の
早期復興を支援するとともに、安全・安心な暮らしを支え、広域
的な観光などの振興にも資する重要な路線であると認識してお
り、復興実施計画において県の復興支援道路に位置付け、重点的
に整備を進めているところです。
　なお、新笹ノ田トンネルの整備については、大規模なトンネル
になることから、多額の事業費を要することが見込まれるため、
安定的な事業予算の確保が課題となり、慎重な判断が必要である
と考えております。（Ｃ)

沿岸広域振
興局

大船渡土木
センター

Ｃ：1
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陸前高田市

要望内容 取組状況(方針） 振興局名 担当所属名
反映
区分

１　復興支援道路及び生活道路の整備推進について
　⑵　一般国道340号の改良整備
　東日本大震災において、当市と県内陸部を結ぶ主要幹線道路
は、内陸の後方支援拠点からの救援救助隊の移動や緊急物資の輸
送路として医療や防災面で重要な役割を果たしたところでありま
す。
　平成31年4月には、国道340号及び国道343号が国土交通省より
重要物流道路（代替・補完路）の指定を受けており、平時非常時
を問わず安定した輸送が求められる路線となりました。
　従前よりこれらの道路は、物流の円滑化や人々の往来を促すな
ど、産業振興や交流人口の拡大を図る上で不可欠な路線であると
ともに、ＩＬＣ実現の折にも、その有する機能が大きな役割を担
うものであります。
　また、本市における主要地方道及び一般県道については、災害
時における避難路としての機能を有しているとともに、平時にお
いても地域の生活道路として重要な役割を果たしているところで
あります。
　つきましては、今後、当市の早期の復旧・復興と安全・安心な
暮らしの確保を図るため、県が復興支援道路及び復興関連道路に
位置づけている道路とともに、基幹的な道路としての機能の発揮
が強く望まれる主要地方道及び一般県道の安全対策を含む抜本的
な改良整備について、特段のご配慮をお願いいたします。

⑵　一般国道340号の改良整備
・陸前高田市高田町字大石沖から気仙町字三本松までの新ルート
の整備促進
・国道45号と国道340号の交差点から市道今泉高田線までの区間
のかさ上げの整備促進

　一般国道340号の陸前高田市高田町字大石沖(ｵｵｲｼｵｷ)から気仙
町字三本松(ｻﾝﾎﾞﾝﾏﾂ)までの新ルートの整備については、国の復
興交付金事業において、（仮）今泉大橋地区として平成24年度に
事業着手したところであり、平成28年度に橋梁下部工工事に着手
し、令和元年度は、引き続き用地取得や橋梁下部工、上部工工事
等を進めています。（Ａ）

　一般国道45号と一般国道340号の交差点から市道今泉高田線ま
での区間については、現道をかさ上げする事業に平成30年度に着
手したところです。
　令和元年度は、周辺事業との計画調整を図りながらかさ上げ工
事を進めています。（Ａ）

　今後とも、地域の御協力をいただきながら、早期供用に向け、
整備推進に努めていきます。

沿岸広域振
興局

大船渡土木
センター

Ａ：２
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陸前高田市

要望内容 取組状況(方針） 振興局名 担当所属名
反映
区分

１　復興支援道路及び生活道路の整備推進について
　⑶　主要地方道大船渡広田陸前高田線の改良整備
　東日本大震災において、当市と県内陸部を結ぶ主要幹線道路
は、内陸の後方支援拠点からの救援救助隊の移動や緊急物資の輸
送路として医療や防災面で重要な役割を果たしたところでありま
す。
　平成31年4月には、国道340号及び国道343号が国土交通省より
重要物流道路（代替・補完路）の指定を受けており、平時非常時
を問わず安定した輸送が求められる路線となりました。
　従前よりこれらの道路は、物流の円滑化や人々の往来を促すな
ど、産業振興や交流人口の拡大を図る上で不可欠な路線であると
ともに、ＩＬＣ実現の折にも、その有する機能が大きな役割を担
うものであります。
　また、本市における主要地方道及び一般県道については、災害
時における避難路としての機能を有しているとともに、平時にお
いても地域の生活道路として重要な役割を果たしているところで
あります。
　つきましては、今後、当市の早期の復旧・復興と安全・安心な
暮らしの確保を図るため、県が復興支援道路及び復興関連道路に
位置づけている道路とともに、基幹的な道路としての機能の発揮
が強く望まれる主要地方道及び一般県道の安全対策を含む抜本的
な改良整備について、特段のご配慮をお願いいたします。

⑶　主要地方道大船渡広田陸前高田線の改良整備
・津波被害を受けない高台を通る久保‐泊間の整備促進

　主要地方道大船渡広田陸前高田線の改良整備については平成24
年度から事業着手し、花貝(ﾊﾅｶﾞｲ)地区においては、平成28年９
月に、広田町地区は平成29年９月に、小友(ｵﾄﾓ)地区と大陽(ｵｵﾖ
ｳ)地区は平成30年３月にそれぞれ供用しました。
　久保(ｸﾎﾞ)・泊(ﾄﾏﾘ)間については、令和元年度も引き続き道路
改良工事等を進めています。
　今後とも、地域の御協力をいただきながら、早期供用に向け、
整備推進に努めていきます。（Ａ）

沿岸広域振
興局

大船渡土木
センター

Ａ：１
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陸前高田市

要望内容 取組状況(方針） 振興局名 担当所属名
反映
区分

１　復興支援道路及び生活道路の整備推進について
　⑷　一般県道の改良整備
　東日本大震災において、当市と県内陸部を結ぶ主要幹線道路
は、内陸の後方支援拠点からの救援救助隊の移動や緊急物資の輸
送路として医療や防災面で重要な役割を果たしたところでありま
す。
　平成31年4月には、国道340号及び国道343号が国土交通省より
重要物流道路（代替・補完路）の指定を受けており、平時非常時
を問わず安定した輸送が求められる路線となりました。
　従前よりこれらの道路は、物流の円滑化や人々の往来を促すな
ど、産業振興や交流人口の拡大を図る上で不可欠な路線であると
ともに、ＩＬＣ実現の折にも、その有する機能が大きな役割を担
うものであります。
　また、本市における主要地方道及び一般県道については、災害
時における避難路としての機能を有しているとともに、平時にお
いても地域の生活道路として重要な役割を果たしているところで
あります。
　つきましては、今後、当市の早期の復旧・復興と安全・安心な
暮らしの確保を図るため、県が復興支援道路及び復興関連道路に
位置づけている道路とともに、基幹的な道路としての機能の発揮
が強く望まれる主要地方道及び一般県道の安全対策を含む抜本的
な改良整備について、特段のご配慮をお願いいたします。

⑷　一般県道の改良整備
・県道世田米矢作線の矢作町清水地区から愛宕下地区間の整備促
進
・陸前高田停車場線の国道45号沼田交差点から浜田川までの整備
推進

　一般県道世田米矢作線の未改良区間の整備については、早期の
整備は難しい状況ですが、交通量の推移や公共事業予算の動向等
を見極めながら総合的に判断していきます。（Ｃ）

　陸前高田停車場線の国道45号沼田交差点から浜田川までの整備
については、令和元年度から事業着手し、引き続き整備推進に努
めていきます。（Ａ）

沿岸広域振
興局

大船渡土木
センター

Ａ：１
Ｃ：１
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陸前高田市

要望内容 取組状況(方針） 振興局名 担当所属名
反映
区分

２　国営追悼・祈念施設（仮称）及び県営復興祈念公園の早期整
備について
　東日本大震災の多くの犠牲者を追悼、鎮魂するとともに、大震
災の脅威と教訓を後世に語り継ぎ、防災文化を醸成していくた
め、高田松原地区に防災メモリアル公園（高田松原津波復興祈念
公園）の整備を求めてきたところですが、平成25年度からは、
国、県、市が共同して、復興祈念公園の「基本構想」、「基本計
画」、「基本設計」等の検討が進められてきたところであり、平
成29年３月には整備工事が着手され、今年の秋の一部供用開始に
向けて各種工事が進められているところであります。
　つきましては、高田松原津波復興祈念公園の整備について、特
段のご配慮をお願いいたします。

⑴　県内に唯一整備される復興祈念公園であるという特性を考慮
し、国内のみならず、世界から人を呼び込むため、震災遺構を含
めた公園全体の適正管理及び利活用方策の検討
⑵　県が整備する高田松原津波復興祈念公園の早期整備

(1)公園全体の適正管理及び利活用方策については、国県市が連
携して検討を重ねてきたところであり、公園の価値を高めるよう
な震災遺構の利活用方策も含めて、引き続き貴市と連携しなが
ら、検討を進めていきます。
（Ａ）
(2)県が整備する高田松原津波復興祈念公園については、東日本
大震災津波伝承館等の開館時期にあわせて公園の一部区域の供用
を令和元年９月２２日に開始しました。引き続き公園周辺の関連
事業との調整を図りながら、令和３年度当初の全面供用を目指し
て整備を進めていきます。（Ａ）

沿岸広域振
興局

大船渡土木
センター、
経営企画部

Ａ：２
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陸前高田市

要望内容 取組状況(方針） 振興局名 担当所属名
反映
区分

３　持続可能な地域公共交通の構築について
　震災以降、JR大船渡線気仙沼～盛間で運行されているBRTをは
じめ、路線バス、乗合タクシー及びデマンド交通の運行ととも
に、復旧・復興の状況や日々変化する市民ニーズに対応しなが
ら、運行経路の見直しや、バス停の新設等に取り組んでおります
が、多額の運行経費が生じていることから、より効率的で持続可
能な新たな公共交通ネットワークを構築しなければなりません。
 地域公共交通の抱える課題については市町村のみならず岩手県
全体の課題としてとらえ、法改正や規制緩和も含め解決策につい
て検討していただきますようお願いいたします。
なお、路線バスの利便性の向上、効率的な運行のためのバス路線
再編など、持続可能な地域公共交通施策の推進と、そのための必
要な財源確保についても、特段のご配慮をお願いいたします。

　国において、「地域交通フォローアップ・イノベーション検討
会」が開催され、過疎地域等における乗合タクシーの導入の円滑
化、自家用有償旅客運送における交通事業者が委託を受ける場合
等についての手続を容易化する法制度の整備や、地域の商業施
設・宿泊施設等の送迎輸送や福祉・介護輸送、スクールバス等の
活用などについて取り組むべきとの提言が取りまとめられたとこ
ろです。国では交通政策審議会の議論を踏まえ、地域公共交通活
性化再生法の一部改正を検討しているところであり、その具体的
な内容や運用を踏まえ、課題がある場合には、必要に応じ、国に
働きかけていきます。
　県では、平成30年度、「岩手県地域公共交通網形成計画」を策
定し、持続可能な地域公共交通体系の構築に取り組むこととして
います。
　令和元年度は、新たにバス路線活性化検討会を設置し、補助路
線の利用促進やネットワークの改善に向けた検討を進めていると
ころであり、また、地域内公共交通構築検討会を新たに設置し、
補助路線に関し被災地特例等が終了した場合の市町村への支援の
あり方等について検討してきたところであり、令和２年度に補助
路線の代替交通への補助事業を新設する予定としています。ま
た、被災地特例等の延長については、国に対し引き続き要望を継
続しつつ、国の対応方針が明らかになるのを見定めた上で、仮に
延長がない場合には、速やかに地域公共交通ネットワークの維持
確保を図るの観点から検討を行い、必要な予算確保に努めます。
（B）

沿岸広域振
興局

経営企画部 Ｂ：１

４　被災者の住宅再建に係る補助事業実施期間の延長について
　被災者住宅再建支援事業費補助金及び生活再建住宅支援事業の
実施期間につきましては、令和２年度まで延長していただいてお
ります。
　しかし、本市の土地区画整理事業の完了は令和２年度末を予定
しており、実施期間内に住宅を完成できない世帯が見込まれるこ
とから、実施期間を令和３年度以降も継続していただきますよう
特段のご配慮をお願いいたします。

  県では、被災者住宅再建支援事業費補助金及び生活再建住宅支
援事業に係る事業実施期間について、平成30年２月に、令和２年
度まで２年間の延長を決定し、継続して事業を実施する市町村に
対して補助を行うこととしました。今後とも住宅再建の進捗状況
等を勘案し、市町村の意向も伺いながら、事業実施期間の延長に
ついて検討します。（B）

沿岸広域振
興局

経営企画
部、大船渡
土木セン
ター

Ｂ：１
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陸前高田市

要望内容 取組状況(方針） 振興局名 担当所属名
反映
区分

５　貝毒の発生原因究明とその対策について
  本県沿岸地域において貝毒（麻痺性、下痢性）の発生によりホ
タテ及びホヤ等の水産物の出荷に影響が出ております。本市海域
においては、昨年同様ホタテ貝について貝毒が発生し、自主規制
が続いているところであります。生産者においては自主的な対策
として、出荷時期の調整などを行っておりますが、生産者への影
響は大きいところです。
貝毒発生のメカニズムは判明しているものの、根本的な解消には
至っておらず、昨年同様長期の出荷規制が続いた場合、報道等を
通じた消費者への心理的な影響が懸念されるところであります。
  つきましては、生産者及び消費者の不安を早期に解消するた
め、本市海域における貝毒の発生原因の究明と、その抜本的な対
策を早急に講じて頂きたく、特段のご配慮をお願いいたします。

(1)　貝毒の発生原因についてですが、平成30年度、広田湾でホ
タテガイ等の長期出荷自主規制の原因となった貝毒は、麻痺性貝
毒と呼ばれるもので、アレキサンドリウム タマレンセという有
毒プランクトンを二枚貝等が餌として取り込み発生したもので
す。このプランクトンは通常、海底泥中でシスト(休眠胞子)とし
て休眠しており、水温等の環境条件が整ったときに増殖して貝毒
発生の原因となります。昨年度は、このプランクトンが原因とな
る貝毒が岩手県大槌湾海域から宮城県の広い範囲で、かつ、これ
までにほとんど発生が確認されたことのない海域でも発生しまし
た。
　一方、令和元年度は、下痢性貝毒が発生しており、これは、沖
合からディノフィシス フォルティという有毒プランクトンが湾
内に流入し、これを二枚貝等が餌とするもので、主に５～７月に
県下全域で発生します。
　岩手県水産技術センターでは、海況や水質の変化とプランクト
ンの出現状況を調査することにより、貝毒の原因となるプランク
トンと貝類の毒化との関係解明に向けた調査試験研究に取り組ん
でいるところですが、その関係を説明できるところまで至ってお
りません。このため、県では、国に対し、麻痺性貝毒の対策に関
する調査・研究を充実するよう要望しています。今後も国の研究
機関や大学等の研究機関と連携しながら、毎年変化する貝毒の発
生状況調査を継続し、麻痺性貝毒等発生原因の解明に取り組んで
いきます。(Ｂ)

(2)　対策については、毒化した水産物の早期の出荷再開に向け
て、岩手県漁業協同組合連合会などと連携して、貝毒のモニタリ
ングを継続するとともに、令和元年度は、広田湾において海底泥
の調査を行い、麻痺性貝毒の原因となるプランクトンのシストに
ついて調査を実施し、現在解析しているところです。今後も貝毒
の発生予測技術の開発や早期に毒量を低減する技術の開発につい
ての試験研究を、国の研究機関や大学とともに推進していきま
す。(Ｂ)

沿岸広域振
興局

水産部 Ｂ：２

7/17



陸前高田市

要望内容 取組状況(方針） 振興局名 担当所属名
反映
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６　復興完遂までの各種支援の継続について
　地域の実情に応じた被災者の生活再建や復興に向けた取組を一
層加速していくためには、復興財源の確保をはじめ、予算制度の
拡充・強化、柔軟な運用等、更なる取組が必要であることから、
復興・創生期間の終期にこだわらず、復興完遂まで各種支援を含
めた取組が継続されますよう、国への働きかけにつきまして、特
段のご配慮をお願いいたします。

　復興・創生期間の終了後も、被災地においては、中長期的に取
り組むべき課題もあることから、当該期間後の復興を支える仕組
みの検討に当たり、施策の進捗状況や被災地の実態等を十分に踏
まえ、当該期間終了後も必要な事業及び制度を継続するよう、昨
年６月及び11月に実施した令和２年度政府予算提言・要望におい
て、昨年度に引き続き要望したところです。
　これに加え、使途の自由度の高い交付金等の従来の枠組みを超
えた財源措置の充実についても、当該要望に併せて要望を行った
ところです。
　また、「復興・創生期間」後における東日本大震災からの復興
の基本方針の案を審議した昨年12月９日開催の復興推進委員会に
おいても、本県からは、復興の取組として一律に期限を適用する
ことなく、引き続き被災地の状況や地元自治体の意見等を十分に
踏まえながら、必要な事業及び制度を実施することや、被災地の
ニーズに応じた自由度の高い支援制度の継続について、知事から
要請したところです。
　この結果、昨年12月20日に閣議決定した当該基本方針では、復
興を支える仕組みとして、復興・創生期間後においても、必要な
復興事業を確実に実施するための東日本大震災復興特別会計の継
続などの財源確保、東日本大震災復興特別区域法に基づく特例制
度等の継続検討、必要な人材確保のための自治体支援などについ
て盛り込まれたほか、各分野における取組として、復興・創生期
間内に未完了となる災害復旧事業について事業が完了するまで支
援を継続することや、当該期間後５年以降も心のケアなどの被災
者支援や被災した子どもに対する支援等に適切に対応することに
ついて記載されるなど、本県が国に働きかけてきたものが概ね盛
り込まれたものと考えています。
　今後とも、他県や県内市町村と連携を取りながら、様々な機会
をとらえ、国に働きかけていきます。（B）

沿岸広域振
興局

経営企画部 Ｂ：１
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７　地域医療の充実・確保について
　気仙地区の医療体制は、医師の偏在指標で見ると、岩手県は、
169.3であり、全国最下位。気仙地区は、118.3で、335医療圏中
289位となっています。
　ついては、地域の医療需要に対応し、地域住民が安心して暮ら
すことのできる医療体制の整備について、特段のご配慮をお願い
いたします。
⑴　県立高田病院の再建に伴い、皮膚科など常勤医不在の診療科
への常勤医の配置
⑵　地域診療体制の整備として、
・地域医療連携を充実させるため、医療社会事業士の増員
・高齢化社会に対応し寝たきり高齢者を少なくするため、回復期
リハビリテーション機能の確保と医療技術者の増員

(1)　県立高田病院において常勤医師が不在となっている婦人
科、眼科、耳鼻咽喉科、皮膚科への常勤医師の配置については、
派遣元の大学においても医師の絶対数が不足しており、非常に厳
しい状況が続いています。
　県においては、関係大学を訪問し医師の派遣を要請するほか、
即戦力となる医師の招聘、奨学金養成医師の計画的な配置等に取
り組んでいるところであり、引き続きこのような医師確保対策の
推進を図りながら常勤医師の確保に取り組んでいきます。(B)

(2)　地域医療連携については、平成30年度に高田病院を包括す
る連携体制の強化を図るため、医療社会事業士を大船渡病院に配
置したほか、退院調整看護師を高田病院に配置しました。
　引き続き、患者の動向や圏域内の医療機関の役割分担等を踏ま
えながら、必要な体制整備に努めていきます。
　また、リハビリテーション職員の配置については、診療機能等
を勘案しながら、患者数や業務量等に応じて配置することとして
おり、地域の実情等にも十分配慮しながら、必要な職員を確保す
ることとしています。（Ａ）

沿岸広域振
興局

経営企画部 Ａ：１
Ｂ：１

８　被災地健康支援事業の継続実施及び財政支援について
⑴　被災地健康支援事業に係る交付金の維持
⑵　被災者支援総合事業のうち被災者生活支援事業に係る交付金
の維持
　本市では、いまだに応急仮設住宅での生活を余儀なくされてい
る被災者が少なくなく、健康状態の悪化予防や健康不安の解消、
住民同士の交流促進を図ることを目的とした事業実施と、それを
支える人材確保が必要であります。
　ついては、被災者支援総合交付金の維持について国に対し働き
かけをされるよう、特段のご配慮をお願いいたします。
⑴　被災地健康支援事業に係る交付金の維持
⑵　被災者支援総合事業のうち被災者生活支援事業に係る交付金
の維持

　県では、被災者の応急仮設住宅等での生活の長期化に伴い、被
災者の健康支援対策やそれに従事する保健師等の専門職の確保等
に引き続き取り組む必要があると考えています。このため、「被
災地健康支援事業」及び「被災者生活支援事業」を含む「被災者
支援総合交付金」について、中長期的な制度として継続して活用
できる安定した財源の確保を図るよう継続して国に対して要望を
行っているところであり、今後も様々な機会を通じて国に要望し
ていきます。（Ｂ)

沿岸広域振
興局

保健福祉環
境部

Ｂ：１
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９　子どもの医療費助成事業の拡大について
⑴　助成対象の拡大・・・小学生の外来分まで
⑵　現物給付の拡大・・・中学生分まで
　県の子どもの医療費助成事業については、未就学児及び小学生
入院分が対象となっており、また、本年８月からは小学生を対象
とした現物給付が実施されているところです。
　子どもへの適正な医療を確保し、また子育て世代の負担を軽減
するため、事業範囲の拡大について、特段のご配慮をお願いいた
します。
⑴　助成対象の拡大・・・小学生の外来分まで
⑵　現物給付の拡大・・・中学生分まで

（1）県では、人口減少対策としての総合的な子育て支援施策の
一環として、厳しい財政状況にはありますが、市町村等と協議の
うえ、助成対象を小学校卒業の入院まで拡大してきたほか、令和
元年８月からは、現物給付の対象を「未就学児」から「小学生」
まで拡大したところです。
　各市町村の医療費助成については、それぞれの政策的判断のも
とに、単独事業として拡充が進められてきており、県が助成対象
を小学生の外来まで拡大したとしてもサービス向上に直接つなが
るものではなく、また、対象者の範囲を更に拡充した場合、多額
の財源を確保する必要があり、本県では、県立病院等事業会計負
担金が多額になっているという事情もあることから、今後、国の
動向を注視しながら、県の医療・福祉政策全体の中で、総合的に
検討する必要があると考えています。（Ⅽ）

（2）現物給付の対象拡大に当たっては、新たに国民健康保険の
国庫負担金等に減額調整措置が発生することなどの課題がありま
すが、令和元２年８月から、現物給付の対象を中学生まで拡大す
ることとしたところです。（Ａ）

沿岸広域振
興局

保健福祉環
境部

Ａ：１
Ｃ：１
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10　東日本大震災に係る国民健康保険制度への財政支援について
⑴　国民健康保険医療費一部負担金の免除措置に対する財政支援
の継続
⑵　震災の影響による医療費負担増等に対する財政支援の継続
⑶　固定資産税の課税免除に伴う国民健康保険税収入減に対する
財政支援
　東日本大震災以降、被災者の方々の心身の健康が悪化し医療費
負担が増大していることから、国民健康保険制度への特例措置に
対する国県の財政支援が継続して実施されて参りましたが、医療
費等負担増に対する財政支援については、段階的に縮小されてお
り、医療費一部負担金免除措置に対する財政支援については、令
和元年度までとなっているところです。
　また、固定資産税の課税免除措置については、平成26年度で廃
止になったことから、平成27年度から市単独で条例減免として対
応し、国保税の資産割について税負担の軽減に努めております。
　つきましては、当市の被災の状況を踏まえ、被保険者が安心し
て必要な医療を受けられるよう、国県の財政支援について、特段
のご配慮をお願いいたします。
⑴　国民健康保険医療費一部負担金の免除措置に対する財政支援
の継続
⑵　震災の影響による医療費負担増等に対する財政支援の継続
⑶　固定資産税の課税免除に伴う国民健康保険税収入減に対する
財政支援

（1）これまで財政支援の継続にあたっては、災害公営住宅の整
備状況など被災地の生活環境や被災者の受療状況等を総合的に勘
案しつつ、市町村の意向を踏まえて、毎年度判断してきたところ
です。
　いまだに多くの被災者が、応急仮設住宅等で不自由な生活を余
儀なくされ、健康面で不安を抱えている状況を考慮し、被災者の
健康面、経済面での不安を解消し、医療や介護サービス等を受け
る機会を確保するため、令和２年においても、これまでと同様の
財政支援を継続します。（Ａ）

（2）被災した市町村の国保財政については、医療費の増加等に
より、依然として厳しい状況であることから、安定的な運営が図
られるよう、これまでも、調整交付金の増額や国費による補填な
ど、国による十分な財政措置を講じるよう要望を行ってきたとこ
ろであり、令和元年６月に実施した、令和２年度政府予算提言・
要望においても同様の要望を行っています。（Ｂ）

（3）地方税法の一部を改正する法律（平成23年法律第120号）附
則第55条及び附則第55条の２により固定資産税の課税免除を実施
した場合、東日本大震災による固定資産税の課税免除に伴う国民
健康保険料（税）収入の減少に対する財政支援として、平成26年
度まで国の特別調整交付金が交付されていました。
　平成27年度から、国の特別調整交付金の対象外とされたところ
であり、今後同様の財政支援が再開されることは難しいと思われ
ます。（Ｃ）

沿岸広域振
興局

保健福祉環
境部

Ａ：１
Ｂ：１
Ｃ：１

11　三陸復興国立公園「黒崎園地」遊歩道の修復・再整備につい
て

　三陸復興国立公園「黒崎園地」遊歩道については、「みちのく
潮風トレイル」のコース地であり、令和元年６月の全線開通を受
け、今後、利用が本格化し、交流人口の拡大に寄与していくこと
が期待されています。
　しかし、当該遊歩道の大祝にある登り口は震災時に被災したま
ま修繕がされておらず、Ｕターンする利用者が発生している状態
にあります。観光客の利便性向上と安全の確保により交流人口の
拡大につながるよう、早期の修復・再整備について、特段のご配
慮をお願いいたします。

　黒崎園地遊歩道は、現在、迂回路により通行を確保していると
ころですが、その修復・再整備については、自然環境整備計画
（令和２年度～６年度）に位置付け、整備に向け取り組みます。
　また、現地の利用状況や公共予算の状況などを確認しながら、
県管理施設の計画的な修繕に努めるとともに、整備に要する費用
に係る十分な予算の確保について国に要望していきます。（Ｂ）

沿岸広域振
興局

保健福祉環
境部

Ｂ：１
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12　水門・陸閘の維持保守費用の負担について
　漁港海岸事業のうち「水門・陸閘の復旧整備」については、沿
岸各市町村で事業が進んでおり、本市では水門・陸閘合わせ30基
（うち遠隔化陸閘10基）の整備を予定しているところでありま
す。
今後の陸閘の遠隔化の運用に際し、維持保守管理について、毎
年、点検業務等で多額の経費を要することが想定されておりま
す。
つきましては、維持保守費用に対する国・県の財政支援につい
て、特段のご配慮をお願いいたします。

　整備後の水門・陸閘等の自動閉鎖システムを将来にわたって確
実に稼働させるためには適正な維持、管理が必要ですが、維持管
理費の財源確保が課題となっています。
　県では、国に対し継続して、地方自治体が負担する津波対策施
設の維持管理費及び修繕費、更新費について財政措置を講じるよ
う要望しています。（B）

沿岸広域振
興局

水産部 Ｂ：１

13　被災児童生徒に対する学習支援等のための教職員加配措置の
継続について
　震災以降、心のケアなど多様化・複雑化する児童生徒への対応
の充実及び学校復興のための教職員の加配措置を継続して実施し
ていただいているところであります。
直接被災した児童生徒は減少してきているものの、不安定な家庭
状況等から間接的な影響を受け、学校生活に不適応を起こす児童
生徒もまだ少なからず存在している状況です。
つきましては、児童生徒へのきめ細かな支援及び学校復興のため
に、次年度においても、復興加配職員、指導主事、栄養教諭の継
続配置を要望します。

　被災した地域の義務教育諸学校への教職員の加配については、
学校及び市町村教育委員会の要望を踏まえて文部科学省に要望
し、要望どおり加配が認められたところです。
　教職員の中・長期的な加配措置の継続について、これまでも国
に対して要望しており、今後も引き続き要望していきます。
　指導主事については、被災自治体に対する人的支援として派遣
を行っていますが、陸前高田市には、令和元年度は３人を派遣し
ているところです。今後についても、復興の状況等を踏まえなが
ら検討していきます。
　栄養教諭については、義務教育標準法に基づき、給食の単独実
施校や共同調理場の配食数に応じて、人員を配置しており、今後
も児童生徒への安定した安全・安心な給食の提供、充実した食育
指導ができるよう、市町村の意向を踏まえながら配置に努めてい
きます。(B)

沿岸広域振
興局

経営企画部 Ｂ：１

14　緊急スクールカウンセラーの継続配置について
　震災からの時間の経過とともに、震災による直接的な影響だけ
でなく、二次的・複合的要因によるストレスも懸念されてきてお
り、児童生徒に対し、継続的かつ長期的な心のケアやカウンセリ
ングが必要なことから、スクールカウンセラーを配置し、継続的
な取組により児童生徒の心のケアなど大きな成果を上げておりま
す。
つきましては、次年度においても、児童生徒が安心して学校生活
が送られるよう、今年度同様の配置を要望します。

　スクールカウンセラーの配置については、文部科学省の方針を
踏まえ、児童生徒の現状を把握しながら、全県的に中長期を見据
えた支援と地域のニーズに合わせた支援を行っています。
　今後も各学校における教育相談体制の充実を目指し、学校の希
望や実態を把握しながらスクールカウンセラーの配置に努めてい
きます。（B）

沿岸広域振
興局

経営企画部 Ｂ：１
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要望内容 取組状況(方針） 振興局名 担当所属名
反映
区分

15　BRT専用道化に伴う気仙川河川改修事業の早期整備について
　JR大船渡線のBRTによる運行については、これまで新しいまち
づくりの復興段階に応じた柔軟な運行とともに、地域住民や来訪
者にとっても安心安全な快適で利用しやすい交通手段として、本
市の公共交通の中心的な役割と機能を発揮しているところであり
ます。
　旧JR陸前矢作駅～竹駒駅間については、国道343号にあったJR
陸前矢作駅が旧JR陸前矢作駅へ移設されるとともに、矢作町字越
戸内地内から旧JR陸前矢作駅までが専用道化され、いずれも平成
31年3月16日から供用開始されたところです。
　しかしながら、JR竹駒駅から矢作町字越戸内地内までの専用道
延伸を行うためには、JR東日本が今後実施する気仙川に架かる鉄
橋の復旧事業と気仙川の河川改修事業の一体的な事業推進が必要
となることから、JR東日本との連携を図りつつ、早期に整備を進
めていただくよう、特段のご配慮をお願いいたします。

　気仙川河川改修事業は、津付ダム建設中止に伴いダムに代わる
治水対策として進めており、概ね30年に１度の洪水に対する河川
改修については、津付ダム完成予定であった令和5年度(2023年
度)の完了を目標に鋭意取り組んでいるところです。
　専用道化によるＢＲＴ運行については、ＪＲ大船渡線気仙川橋
梁の復旧と当該河川改修の計画・工程調整等が不可欠となること
から、ＪＲ東日本とも連携し河川改修を進めていきます。（Ａ）

沿岸広域振
興局

大船渡土木
センター

Ａ：１

16　陸前高田オートキャンプ場モビリアのリニューアル整備につ
いて
　陸前高田オートキャンプ場モビリアは、平成11年の開設以降、
多くの愛好者に利用されてきましたが、東日本大震災以降は、応
急仮設住宅が建設され、利用が制限されてきたところでありま
す。
　本市においては、「応急仮設住宅の撤去・集約化の基本方針」
を平成29年６月に改定し、オートキャンプ場モビリアのキャンプ
サイトについては、令和２年度前半での撤去を予定しておりま
す。
　つきましては、応急仮設住宅撤去後の本格再開を見据えた施設
全体のリニューアル整備について、仮設住宅の撤去期間も迫って
いることから、特段のご配慮をお願いいたします。

　陸前高田オートキャンプ場モビリアについては、平成11年に開
設した後、平成21年から22年にかけて、ドームハウスの設置等も
行ったところです。
　東日本大震災津波の発災後は、キャンプサイト等に応急仮設住
宅が設置されたことなどから、現在は施設の維持管理のみ行って
いるところです。
　応急仮設住宅の撤去後の、施設の今後のあり方については、貴
市からの御意見もいただきながら検討を進めていきます。(B)

沿岸広域振
興局

経営企画部 Ｂ：１
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17　被災事業者等への支援策の拡充について
　当市は被災規模が大きく、他の被災自治体と比べても事業再建
に時間を要していることから、早期の事業再開が図られるよう助
成制度の拡充が求められております。
「中小企業等復旧・復興支援事業（グループ補助）」及び「中小
企業被災資産復旧事業費補助金」については、東日本大震災によ
り被災した事業者の事業再開を大きく後押しするものであります
が、新市街地の土地嵩上による事業用地整備に時間を要したた
め、被災事業者の事業再開についてはまだ時間を要する状況であ
ります。
　つきましては、両補助金の継続と、地域の実情を考慮した柔軟
な補助制度の運用について、特段のご配慮をお願いいたします。

　被災企業への支援については、地域の実情に合わせてきめ細か
に対応する必要があると考えており、６月11日に実施した「令和
２年度政府予算等に係る提言・要望」において、中小企業等グ
ループ施設等復旧整備補助事業の継続や、既に交付決定を受けた
事業者が、事業継続に支障をきたさないよう、複数年度にわたっ
て事業実施できる繰越・再交付の措置を講じることを要望しまし
た。さらに11月７日には、国に対して、各種補助制度の継続な
ど、被災地の実情に応じた柔軟な制度運用等を重ねて要望しまし
た。
　この結果、令和２年度政府予算に、中小企業等グループ施設等
復旧整備補助事業140.4億円が計上されました。
　12月20日に閣議決定された「『復興・創生期間』後における東
日本大震災からの復興の基本方針」において、「復旧に必要な土
地造成が復興・創生期間の最終年度に完成する地区など、事業者
の責に帰さない事由によりこれまで復旧を行うことができなかっ
た事業者に限り、支援を継続する」とされました。
　なお、グループ補助金については、資材等価格高騰による補助
金の増額変更や新分野需要開拓への取組支援等を措置したほか、
復旧事業費補助金については、一定の要件を満たした場合にグ
ループ補助金との併用を認めるなど拡充を図ってきたところであ
り、今後とも必要に応じて制度要件の見直しを検討していきたい
と考えています。
　復旧事業費補助金についても、復旧需要が見込まれる当面の間
は、事業の継続を検討しており、県では令和２年度当初予算で
65,100千円を措置しました。（A）

沿岸広域振
興局

経営企画部 Ａ：１

18　県立野外活動センターの整備促進について
　東日本大震災津波により、壊滅的な被害を受けた県立高田松原
野外活動センターに代わる海洋近接の特性を活かした魅力的な海
洋性野外活動機能を有した施設として、広田地区に移転再建を求
めてきたところですが、平成29年２月には復旧整備方針が示さ
れ、住民説明会も行われているところであります。
つきましては、陸前高田市をはじめ沿岸被災地の復興を加速させ
るためにも、一日も早い整備について、特段の御配慮をお願いい
たします。

　県立高田松原野外活動センターについては、文部科学省から広
田地区へ移転復旧することが認められ、施設の災害復旧に向け
て、基本構想計画を策定し、平成30年度までに用地造成に係る設
計、建物に係る設計及び事業用地取得が完了したところです。
　令和元年度から用地造成工事及び建築工事に着手し、早期復旧
に取り組んでいます。(A)

沿岸広域振
興局

経営企画部 Ａ：１
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19　高田海岸沖へ流出した消波ブロックの撤去について
　東日本大震災津波で、高田海岸に設置されていた消波ブロック
が流出し、海中瓦れきとして高田海岸沖の漁場内に散積している
状態となっております。
高田海岸沖の海域は、コタマ貝やホッキ貝（ウバガイ）などが採
取できる良好な漁場でありますが、流出した消波ブロック等の海
中瓦れきの影響により、漁ができない状況となっているところで
あります。
　つきましては、漁業者の営漁再開のため、流出した海中瓦れき
の撤去を早急に行い、高田海岸沖の漁場の早期回復を行っていた
だきますよう、特段のご配慮をお願いいたします。

　高田海岸の消波ブロックは、高潮対策として昭和46年に設置し
たブロックで、東日本大震災津波により沖側に流出したもので
す。
　砂浜再生工事等の支障となる範囲については撤去を行っていま
すが、浅瀬や海底の砂に埋没したブロックもあり、全面的なブ
ロック等の撤去は難しい状況です。
　これまで、漁の支障となる範囲について関係者の意見を聞き取
りしたところであり、消波ブロックの撤去が可能か、引き続き検
討してまいります。（Ｃ）

沿岸広域振
興局

大船渡土木
センター

Ｃ：１

20　保育需要に対する保育士等人材確保経費に係る財政支援につ
いて

　全国的に保育需要の増加により保育士の人材不足の状況にあ
り、当市においては、特に年度途中の入所希望、医療的保育に必
要な保育士の確保に苦慮しています。
　令和元年５月２４日付け子第１０８号で岩手県保健福祉部子ど
も子育て支援課総括課長より通知のあった「岩手県保育士確保・
保育所等受入促進モデル事業費補助金交付要綱の制定」により、
保育所または認定こども園において保育士を加配するための経費
を市が補助した際の経費一部の財政支援を受けられますが、保育
士のみではなく、保育補助として看護師及び各市町村の研修を受
けた子育て支援員を加配した場合においても、特段の財政支援を
お願いいたします。

　岩手県保育士確保・保育所等受入促進モデル事業は、年度途中
の需要に対応するため、保育士を新たに１人雇用してあらかじめ
加配する保育所等に対して、公的負担の無い期間の雇上経費の一
部を補助する事業です。
　年度途中の待機児童の解消を図るため、施設で受け入れる児童
の数を増やすには、増加する児童の数に応じた保育士の増員が必
要です。しかし、児童の入所が確定した年度途中に保育士を採用
しようとしても、条件に合致した求職者が少なく、保育士の確保
が困難な状況であることから、年度当初にあらかじめ保育士を採
用し、追加の保育需要に対応した受入体制を確保することを支援
するため、同事業では対象を「保育士」としているものです。
　一方、「保育補助者」の雇上を行った場合の経費については、
「保育対策総合支援事業」により支援を行っていますので、この
事業の活用等をご検討ください。(Ａ)

沿岸広域振
興局

保健福祉環
境部

Ａ：１
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沿岸広域振
興局

経営企画部 Ｂ：２
Ｃ：１

21　三陸沿岸地域の観光振興及び新たな誘客促進に向けた取組に
ついて
　今秋に高田松原地区にオープンを予定している「高田松原津波
復興祈念公園」は、東日本大震災による犠牲者への追悼と鎮魂、
震災の記憶と教訓の後世への伝承を目的とした施設として、整備
が進められております。
　公園内には、国が整備する「国営追悼・祈念施設」と、岩手県
が整備する「東日本大震災津波伝承館」と、地域振興施設一体と
なった道の駅「高田松原」が一体となった公園施設となってお
り、各施設につきましては、「東日本大震災の伝承」と「復興に
対する強い意志」を国内外に発信する施設であるとともに、三陸
沿岸地域全体へ誘うゲートウェイとしての機能を持ち合わせてい
るところであります。
また、「三陸ジオパーク」は、世界ジオパーク認定を目標としな
がら、今年度の日本ジオパークの認定更新を目指しており、「み
ちのく潮風トレイル」については、このたび、青森県八戸市から
福島県相馬市までの全長1,000キロが全線開通したところであり
ます。こうしたことから、今後はより一層、三陸沿岸の市町村が
一体となった広域的な観光客の誘客と観光地としてのブランド化
を図る取り組みが必要と考えております。
つきましては、三陸沿岸地域全体の観光振興を図るため、特段の
ご配慮をお願いいたします。
（1）「三陸復興国立公園」や「三陸ジオパーク」、「みちのく
潮風トレイル」、「高田松原津波復興祈念公園」などの多様な地
域資源を生かした「三陸ブランド」の確立と東京オリンピック・
パラリンピックの開催を契機とした観光客誘致、海外からの観光
客に対するインバウンド対策などの推進について、積極的な対応
を行うこと。
（2）観光施設の改修等への財政支援及び道の駅間の連携、自転
車を活用した広域的な周遊観光ルートの設定等、市や県を越えた
広域的な連携について、県が主導して取り組むこと。
（3）三陸地域の魅力ある観光地域づくりを強力に推進するた
め、「三陸ＤＭＯセンター」を沿岸部へ移転すべきであり、ゲー
トウェイとなる本市への設置を要望する。

（１）県では、これまでも「三陸復興国立公園」や「三陸ジオ
パーク」、「みちのく潮風トレイル」、「高田松原津波復興祈念
公園」など多様な地域資源を有する優位性を生かし、県内各地の
観光資源を組み合わせた情報発信や、沿岸地域を訪問するバスツ
アーの造成支援、セミナーの開催等による三陸の地域資源のブ
ラッシュアップに取り組んできたところです。
　　また、東京オリンピック・パラリンピック競技大会を見据
え、海外の旅行会社やメディア等を招請し、本県の観光資源を情
報発信するなど、海外におけるプロモーション強化等に取り組ん
でいます。（Ｂ）
　
（２）県では、観光関係事業者などが行う施設内の多言語表示、
無料公衆無線ＬＡＮの整備、宿泊施設における客室の和洋室化や
和式トイレの洋式化に対する支援などに取り組んでいるほか、市
町村、観光・商工団体、報道機関などで構成する官民一体の組織
である「いわて観光キャンペーン推進協議会」において、沿岸地
域への周遊観光などを促進するため、沿岸地域を周遊するバスツ
アーへの助成などを実施しています。
　また、三陸ジオパーク推進協議会では、沿岸圏域の来訪者が三
陸地域のいずれの地域を訪れても、「三陸ジオパーク」全体の情
報が得られるよう、道の駅等を情報発信の拠点施設とするネット
ワーク化の取組を進めています。
　さらに、平成29年度、「いわて観光キャンペーン推進協議会」
内に、ＤＭＯ推進部会とインバウンド推進部会を設置し、ＤＭＯ
推進部会において、三陸ＤＭＯセンターと連携したプロモーショ
ン等を行う市町村ＤＭＯの取組を支援するとともに、インバウン
ド推進部会においてはプロモーション等に関する情報共有や市町
村や関係事業者等と連携した広域的なプロモーション等を実施す
る仕組みづくりを進めています。（Ｂ）

（３）県では、交流人口の拡大に向けた地域連携の取組を強化す
るため、県が所管する（公財）さんりく基金内に三陸ＤＭＯセン
ターを設置し、観光動向調査の実施・分析、観光地域づくりを担
う観光人材（観光プランナー）の育成、地域の観光コンテンツの
発掘・磨き上げ、旅行商品・体験プログラムの造成支援等に取り
組んでいるところです。
　また、三陸地域の魅力ある観光地域づくりのためには、まず
は、沿岸各地域における魅力向上や特色ある観光コンテンツづく
り、またその活動の中核となる地域ＤＭОなどの取組が重要と考
えます。
　三陸ＤＭＯセンターは、地域連携ＤＭОとして、それら広範な
沿岸各地域の取組と連携して、三陸地域全体の交流人口の拡大に
向けて取り組むことが必要と考えています。その設置場所につい
ては、広範な沿岸地域における、地域主体の観光地域づくりを支
援する機関として、県の観光振興施策と一体的に取り組むため、
商工労働観光部観光課事務室内としているところです。
　昨年４月には、沿岸市町村や地域ＤＭＯ、関係団体等と、より
密接な連携を図るため、沿岸４か所にサテライトを開設して、
コーディネーターを配置したところであり、今後とも、一層の連
携強化に努めていきます。（Ｃ）
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21　三陸沿岸地域の観光振興及び新たな誘客促進に向けた取組に
ついて
　今秋に高田松原地区にオープンを予定している「高田松原津波
復興祈念公園」は、東日本大震災による犠牲者への追悼と鎮魂、
震災の記憶と教訓の後世への伝承を目的とした施設として、整備
が進められております。
　公園内には、国が整備する「国営追悼・祈念施設」と、岩手県
が整備する「東日本大震災津波伝承館」と、地域振興施設一体と
なった道の駅「高田松原」が一体となった公園施設となってお
り、各施設につきましては、「東日本大震災の伝承」と「復興に
対する強い意志」を国内外に発信する施設であるとともに、三陸
沿岸地域全体へ誘うゲートウェイとしての機能を持ち合わせてい
るところであります。
また、「三陸ジオパーク」は、世界ジオパーク認定を目標としな
がら、今年度の日本ジオパークの認定更新を目指しており、「み
ちのく潮風トレイル」については、このたび、青森県八戸市から
福島県相馬市までの全長1,000キロが全線開通したところであり
ます。こうしたことから、今後はより一層、三陸沿岸の市町村が
一体となった広域的な観光客の誘客と観光地としてのブランド化
を図る取り組みが必要と考えております。
つきましては、三陸沿岸地域全体の観光振興を図るため、特段の
ご配慮をお願いいたします。
（1）「三陸復興国立公園」や「三陸ジオパーク」、「みちのく
潮風トレイル」、「高田松原津波復興祈念公園」などの多様な地
域資源を生かした「三陸ブランド」の確立と東京オリンピック・
パラリンピックの開催を契機とした観光客誘致、海外からの観光
客に対するインバウンド対策などの推進について、積極的な対応
を行うこと。
（2）観光施設の改修等への財政支援及び道の駅間の連携、自転
車を活用した広域的な周遊観光ルートの設定等、市や県を越えた
広域的な連携について、県が主導して取り組むこと。
（3）三陸地域の魅力ある観光地域づくりを強力に推進するた
め、「三陸ＤＭＯセンター」を沿岸部へ移転すべきであり、ゲー
トウェイとなる本市への設置を要望する。

（１）県では、これまでも「三陸復興国立公園」や「三陸ジオ
パーク」、「みちのく潮風トレイル」、「高田松原津波復興祈念
公園」など多様な地域資源を有する優位性を生かし、県内各地の
観光資源を組み合わせた情報発信や、沿岸地域を訪問するバスツ
アーの造成支援、セミナーの開催等による三陸の地域資源のブ
ラッシュアップに取り組んできたところです。
　　また、東京オリンピック・パラリンピック競技大会を見据
え、海外の旅行会社やメディア等を招請し、本県の観光資源を情
報発信するなど、海外におけるプロモーション強化等に取り組ん
でいます。（Ｂ）
　
（２）県では、観光関係事業者などが行う施設内の多言語表示、
無料公衆無線ＬＡＮの整備、宿泊施設における客室の和洋室化や
和式トイレの洋式化に対する支援などに取り組んでいるほか、市
町村、観光・商工団体、報道機関などで構成する官民一体の組織
である「いわて観光キャンペーン推進協議会」において、沿岸地
域への周遊観光などを促進するため、沿岸地域を周遊するバスツ
アーへの助成などを実施しています。
　また、三陸ジオパーク推進協議会では、沿岸圏域の来訪者が三
陸地域のいずれの地域を訪れても、「三陸ジオパーク」全体の情
報が得られるよう、道の駅等を情報発信の拠点施設とするネット
ワーク化の取組を進めています。
　さらに、平成29年度、「いわて観光キャンペーン推進協議会」
内に、ＤＭＯ推進部会とインバウンド推進部会を設置し、ＤＭＯ
推進部会において、三陸ＤＭＯセンターと連携したプロモーショ
ン等を行う市町村ＤＭＯの取組を支援するとともに、インバウン
ド推進部会においてはプロモーション等に関する情報共有や市町
村や関係事業者等と連携した広域的なプロモーション等を実施す
る仕組みづくりを進めています。（Ｂ）

（３）県では、交流人口の拡大に向けた地域連携の取組を強化す
るため、県が所管する（公財）さんりく基金内に三陸ＤＭＯセン
ターを設置し、観光動向調査の実施・分析、観光地域づくりを担
う観光人材（観光プランナー）の育成、地域の観光コンテンツの
発掘・磨き上げ、旅行商品・体験プログラムの造成支援等に取り
組んでいるところです。
　また、三陸地域の魅力ある観光地域づくりのためには、まず
は、沿岸各地域における魅力向上や特色ある観光コンテンツづく
り、またその活動の中核となる地域ＤＭОなどの取組が重要と考
えます。
　三陸ＤＭＯセンターは、地域連携ＤＭОとして、それら広範な
沿岸各地域の取組と連携して、三陸地域全体の交流人口の拡大に
向けて取り組むことが必要と考えています。その設置場所につい
ては、広範な沿岸地域における、地域主体の観光地域づくりを支
援する機関として、県の観光振興施策と一体的に取り組むため、
商工労働観光部観光課事務室内としているところです。
　昨年４月には、沿岸市町村や地域ＤＭＯ、関係団体等と、より
密接な連携を図るため、沿岸４か所にサテライトを開設して、
コーディネーターを配置したところであり、今後とも、一層の連
携強化に努めていきます。（Ｃ）
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